
新型コロナウイルス感染症により、世界中が大混乱に陥っている状況の中、皆様におかれましては
、それぞれの立場で感染拡大を防止し、心晴れない生活をお過ごしのことと存じます。
富山県政・県議会としては、県民の皆様へのきめ細かい支援を速やかに行うべく、4月28日臨時議
会にて可決した補正予算（約360億円）における新型コロナ対策緊急支援策を講じたところであり
ます。今回の県政レポートにおいては、少しでも解りやすく、皆様に国や県、高岡市の緊急支援が
繋がるようにとの想いで編集いたしました。
新型コロナウイルスとの長い戦いは、県民一丸となって感染拡大を防ぎつつ、地域経済を維持して
いく難しい戦いですが、強力な官民連携の下、一にも早い終息へ向けて共に頑張っていきましょう
‼明けない夜はないと信じて、大事な人を守るための外出自粛を続けながら、地域の営みを守るた
めに自分は何ができるのか？という利他共助の精神を育む機会ともしていきたいと思います。皆様
のご健勝ご多幸をお祈りいたします。
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春・夏

【県議会における所属委員会・部会・議員連盟・調査会等】

【自民党・部会】
　◆自民党富山県連政務調査会副会長
　◆企画財務部会 部会長

【県議会委員会】
　◆議会運営常任委員会委員
　◆厚生環境常任委員会委員

【自民党調査会】
　◆消防調査会
　◆雇用問題調査会
　◆農業問題調査会
　◆医療問題調査会
　◆水産問題調査会

【議員連盟・自民党】
　◆商工会議員連盟
　◆自衛隊支援議員連盟
　◆県西部地域産業活性化議員協議会
　◆ボーイスカウト議員連盟
　◆オイスカ議員連盟
　◆日露友好議員連盟
　◆看護議員連盟
　◆宅建議員連盟

【議員連盟・超党派】
　◆スポーツ振興議員連盟
　◆山村振興議員連盟
　◆砂防促進議員連盟
　◆拉致議員連盟「救う会」
　◆観光振興議員連盟
　◆日台友好議員連盟
　◆日中友好議員連盟　◆総合交通・県土強靱化特別委員会委員

　◆薬業問題調査会
　◆中山間地域振興調査会
　◆私学教育調査会
　◆消防調査会

令和2年5月吉日
「食の福袋」実行委員会【後援団体】

委員長　川島国高岡市商工会福岡支部・福岡小学校 連絡協議会
福岡町料理飲食店組合
㈱福岡タクシー
福岡町工場協会
福岡町連合自治会
福岡地域長寿会

地域の営みは、地域で守る‼
新型コロナウイルスによる影響で、地域の足であるタクシー業、地域の食を守る飲食店が大
きな苦境に立たされています。地域の営みを守り、地域経済を再興し、共助の精神でこの苦
境を共に乗り越えていくために、福岡町テイクアウト事業に前払い宅配制『食の福袋』を提
供いたします。登録店と利用者を大募集！！！新型コロナ特別給付金（ 万円）を活用し、
複数店舗の利用応援をお願い申し上げます。皆様の善意を地域経済の活性化に振り向けて
いただき、
どんな『食の福袋』なのか楽しみにお待ちいただける心持ちで、温かく応援いただければ幸
いです。

《食の福袋》

◎事業内容・・・定額前払い制によるテイクアウト宅配事業。

①招福菅笠コース（1万円）・・・一人前
 

一食当たり 円を 食分（登録店のお任せ料理）

②招福つくりもんコース（３万円）・・・3～4 人前 

一食当たり５ 円を 食分（登録店のお任せ料理）

◎顧客管理手数料＋宅配料・・・①招福菅笠コース（ 円）

②招福つくりもんコース（ 円）

お問い合わせ先　
■TEL：0766（64）1192 / FAX：0766（64）1193　■平日10時～17時

川村国事務所
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富山県議会2月定例会 予算特別委員会レポート　　　　　　
Q&A  01

富山県議会議録他にも質問しております。是非ご覧ください

石井知事
危機への対応に当たりましては、あらゆる可能性
を考えて対応を検討すること、また、万一の災害、

被害を想定しまして、被害を最小化する減災の考え方が基本です。
これまで県内に大きな災害を及ぼす可能性のある活断層を対
象に、地震の被害想定調査や津波シミュレーション調査を行っ
ている。平成24年に呉羽山断層帯が動いたときの津波シミュレ
ーション、平成26年には糸魚川沖、富山湾西側沖での想定もし、
27年には日本海地震・津波調査プロジェクトの６つの断層につ
いても行うと、相当念を入れてやっている。
　また、毎年、県内各地で大規模地震を想定しました県の総合
防災訓練を実施して、より実践的な訓練となるようにしている。
　例えば、大阪府北部地震のときには倒壊したブロック塀から
の救出訓練を行い、また、熊本地震を教訓として避難物資の緊
急輸送訓練といったこともやっている。
　また、昨年３月には同じく熊本地震を踏まえて災害時の受援
計画を策定して、今年度は物資拠点運営マニュアルの策定等に
も取り組み、危機管理体制ということで、大規模災害時の広域防
災拠点として平成24年に県の広域消防防災センターを整備し、
さらに県庁の中に防災・危機管理センター（仮称）の整備を進め
ています。
　また、公共施設の耐震化や木造住宅耐震改修の支援を従来
60万円だったのを100万円にするとか、自主防災組織への支援
なども拡充してきている。今後も、災害から県民の皆様の命を守
る防災・減災に全力で取り組んでいきます。
　なお、東北の復旧復興については、県ではこれまで被災自治
体への応援職員の派遣として、岩手県、宮城県、福島県に延べ
159名を派遣している他、医療、保健、福祉関係職員の派遣、また
災害廃棄物の広域処理などを実施しております。
　新年度も、県職員を今年度と同人数派遣する予定としており、
引き続き被災地の復興に、極力精いっぱい支援して参りたい。

Q&A  03

民間主催の県内イベントなどを過度に自粛し
ないよう、県民に感染症対策を丁寧に説明する
とともに、イベントの中止や予約キャンセルに
伴う減収を補塡するなど、県内の中小・小規模

事業者に対する臨機応変な緊急経済対策を講じるべきと要
請するが見解は？

石井知事
先般３月６日、全国知事会が開催され、富山県の
意見として、国に対して改めて中小・小規模企業者

等への融資制度の拡充ですとか、また自由度が高くて地方負担
を軽減する柔軟な交付金制度の創設、あるいは雇用対策や観
光振興策等を緊急要望させていただいた。
　感染症による影響等を十分注視して正確な情報提供に努め
、国に呼応して必要な各種事業をできるだけ迅速に実施して、
県内経済の安定に全力を尽くしていきます。

Q&A  02

新型コロナウイルス感染症に対して、厳戒態
勢が続く中で本県の危機管理はどうなってい
るのか。感染者が本県から発生した場合の対
応を、最悪であろうと考えられる想定として、休

校中である児童生徒から感染者が発生した場合、また、病院
関係者から感染者が発生した場合、それぞれどのように対処
していくのか、教育長と厚生部長にそれぞれ答弁願います。

伍嶋教育長
児童生徒等及び教職員等に感染者が発生した
学校は、原則14日間の休校措置とします。　また

、児童生徒等本人について、本人が感染した場合には治癒する
まで、また濃厚接触者として特定された場合には14日間の出席
停止とします。
　さらに、児童生徒等の家族等が濃厚接触者として特定された
場合には、児童生徒等が無症状の場合であっても14日間の出
席停止とし、その間に家族等に感染症の陽性反応が出た場合
には、さらに14日間の出席停止とすることします。
　現在、県立学校は臨時休校中だが、教職員等は出勤しており
、また特別支援学校の一部の児童が自主学習のため登校して
いる状況でもあり、教職員や児童に感染症が発生した場合には
、この取り扱いに準じて対応することしています。
市村厚生部長　
新型コロナ感染症の拡大防止に係る国の通知を受けまして、県
では改めて院内感染対策について、各医療機関において職員
等の体温チェックやせきエチケット、手洗い、アルコール消毒等
の一層の徹底を図るように周知しています。
万が一、病院関係者の感染が判明した場合は、感染者本人には
感染症の指定医療機関等において入院し、感染者の勤務して
いた病院には、県等が行います感染経路、それから濃厚接触者
の特定に協力をいただき、徹底した調査を行い感染拡大の防
止を図るということとなります。
　また、病院では、早急に感染者の行動範囲の消毒ですとか濃
厚接触者の自宅待機指示など、院内感染対策指針等に基づき
対応することとなります。
川島委員　
　観光業、飲食業に加え、多くの業種が新型コロナ感染症の影
響により、壊滅的なダメージを受けていると捉えるが、
その実態、本県経済への影響をどのように認識しているのか？
芝田商工労働部長　
　感染症が広がりつつあった2月の上旬から中旬にかけまして
県内製造業を対象に行ったアンケート調査では、約37％が今後

の見通しに影響があるとしており、中国向けを中心とした需要
低迷、中国国内での事業活動の制約等による現地生産の停滞、
渡航自粛による営業活動の縮小、部材等の調達が滞ることによ
る国内生産の停滞などを懸念する回答があった。
飲食、小売店等への影響については、商店街、商業施設、商工団
体に聞き取り調査をいたしましたところ、今お話がございまし
たけれども、人通りや来客者数が減っており、特に飲食業はキャ
ンセル等によりまして売り上げが激減している。
　総じて、今後の事業活動への影響を懸念する声は大きくなっ
ており、大変厳しい状況にあると認識しています。

Requestion

前例のない危機に直面したときに、特に行政
や議会はその真価を問われる。今まさに新型
コロナウイルスという前例のない未知の危機
にさらされているところでありますが、東日本

大震災も振り返っていただきまして、県民の命を預かる富山
県知事として、危機に直面したときに何が大事と考えている
のか、また、本県での地震発生に対する危機管理対応につい
てどのように強化してきたのか、加えて、東北の復旧復興に
対して県がこれまで行ってきた支援や今後の支援は？

Answer

Answer

Requestion

Q&A  05

政策提言：「富山版中山間地域サポート人材育
成事業（仮称）」
　県として１人当たり50万円の転居費用助成
金制度を創設して、１自治体当たり５名の協力

隊員を迎え入れれば250万円を予算拠出するというインセン
ティブを設けた制度設計を図り、加えて任期３年間が終了し
た後も、新設された移住起業支援金制度、300万円の支援金
制度を創設し、　超高齢化、過疎化に苦しむ中山間地域を、人
材確保の面からサポートすべきでは？

蔵堀総合政策局長　
　県ではこれまでも地域をサポートする人材の育
成、特に地域おこし協力隊の隊員の確保、受け入

れに努力をしてきたところであり、
　地域おこし協力隊については、受け入れの団体の市町村に
対して、隊員の給料に相当する報償費（200万円）、活動費（200
万円）、隊員１人当たり400万円を上限に、既に特別交付税措置
がされている。また、転居費用についても、市町村で規定を整備
いていれば、この対象となります。地域おこし協力隊の方が、最
終の年次とか、または任期終了後に起業される、事業承継を行
うという場合には、さらに100万円が特別交付税措置され、最大
で500万円措置されるというふうに、国において既に十分な支
援が行われており、この事業の活用を推進していきます。

Answer

Requestion

Q&A  04

中山間地域における持続可能な地域社会の形
成に向けて、本県面積の７割を占める中山間
地域の方々からの願いや要望をどう捉え、本県
の中山間地域の理想的なあり方とはどのよう

なものだと理想を立てているのか、石井知事の所見は？

石井知事
今回取りまとめた中山間地域創生総合戦略では、
１つには、住民主体の地域づくりを進める。２つに

は、安全で環境に優しい地域をつくる。また３つ目には、新たな
人の流れを創出する。また４つには、地域の特性を生かした事
業の振興を図る。５つ目に、未来技術、５Ｇとかこういった未来

Answer

Requestion

Requestion

技術等による産業振興と生活の確保を図る。こうした５つを重点
施策として定めています。
　県としては、この戦略に基づいて、今度の予算でも相当な施策
を盛り込んでおり、人口減少社会、また長寿社会にふさわしい、地
域全体でともに支え合う持続可能な地域社会を創造していくこと
が重要だと考える。本県の中山間地域が多くの方々を引きつける
魅力にあふれ、自然と人が集まる活気あふれる地域とすることが
できるように、実際にも東京を初め大都市圏などから、富山県に
魅力を感じる、中山間地域で働いたり、そこでサテライト的なも
のをつくるとか、いろんなことに関心を寄せる方が確実に増えて
いると思いますので、こうした流れをしっかり強化していきたい。




